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中国及び北京市における水資源価格変動の影響分析 

広島大学国際協力研究科 市橋 勝・金子慎治 

1. 論文の目的と課題 

 本稿は、資源価格の変動が、域内の財供給及び域外の価格変動にどのような影響を与え、

また、それが需要側にいかなる影響を及ぼす可能性があるのかを分析することを目的とす

る。 

 資源価格の影響の問題は、例えば、2000 年代当初に 1 バレル 30 ドル前後だった原油価格

が、一昨年前の 08 年 7 月に 140 ドルを超えるところまで高騰するという出来事があった。

その直後の 9 月に、アメリカのサブ・プライム・ローン問題に端を発するリーマンショッ

クによる景気後退の影響を受け原油価格は急落し、同年 12 月には 30 ドル台にまで値を下

げた。その後、漸進的な景気回復とともに原油価格も上昇傾向となり、10 年第 1 四半期現

在、80 ドル半ば程で比較的安定して推移している状況である。但し、これは 2000 年代初め

に比べれば高止まりの様子となっていると言うことができる。 

この 08 年の原油価格高騰は、主要には投機筋による先物売買の影響によってもたらされ

たとされ、その影響は限定的であったと考えられるが、それでも、当時の直接的な影響と

しては、ニュースなどで話題になった空港における燃料サーチャージ料の急騰などがあり、

日本国内でもガソリンの値段が上昇するという形で、影響が出ていた。 

資源は資本や労働と同様に投入要素として扱われるため、その価格が変動すれば、当然

販売価格を押し上げることとなり、その結果何らかの需要行動の変化をもたらすこととな

る。その意味で、資源価格の変動は経済システムの挙動の変化を分析する上で、一つの典

型的なシミュレーション課題を提供してくれる実際問題である。 

しかも、この資源は、21 世紀以降原油問題に限った話ではなく、水や他の鉱物資源など、

幅広い財が新たな投入財となりうるものである。例えば、Banchongphanith（2010）は、中

国において深刻化する水資源の問題を経済学的に検討しており、財生産に内包される水資

源量の計算を産業別に行ない、また水汚染防止のコスト上昇の影響を分析している。 

このように、経済活動は一般に資源制約下で行われるため、各資源の価格が変動した場

合の影響に関しては、様々に行われる必要があることは言うまでもない。 

そこで本稿では、水資源やエネルギー価格の変動が経済システムにどのような影響を及

ぼすのか、中国及び北京市を例として分析を行い、この問題についての考察の一つとした

い。 

以下では、第 2 節で北京市の水供給価格の影響度合いを概観し、第 3 節で北京経済シス

テム全体への影響を考察し、第 4 節でアジア地域全体に対する中国の水資源の影響可能性

を考察する。最後に、簡単なまとめを行う。 
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2. 北京市における水供給価格の波及状況 

本節では、北京市産業連関表を用いて、水資源及びエネルギー価格の変動が北京の各産

業にいかなる価格波及を及ぼすのかを検討する。 

使用するデータは、北京市 2002 年の産業連関表 130 部門表を 42 部門まで縮約した中規

模サイズの産業連関表である。但し、水供給と電力は 130 部門表からそのまま産出額を抽

出して使用し、石炭鉱業と原油は 2 部門を 1 部門に統合したものを使用している2。42 部門

を分析に使用した理由は、比較的分析の解釈がしやすく、また計算も簡易であるからであ

る。 

42 部門の内訳は、表 2-1 の通りである。用いた分析モデルは、（3-1）式の均衡価格モデル

である。 

  eV')AM(IIp
1'

 ˆ           (2-1) 

ここでp は均衡価格ベクトル、

  1'

)AM(II


 ˆ は自給率考慮済みレオ

ンチェフ逆行列（転置）、 '
V は付加価値

行列(n×k)、e は 1 だけの要素の列ベクト

ル(k×1)である。 

通常、均衡価格モデルは、価格表の産

業連関表を縦方向に集計することでそれ

を費用と見なし、利潤最大化を仮定する

ことで市場価格が限界費用になるという

想定で均衡価格としている。 

このモデルは集計された付加価値ベク

トルを外生変数として与えるモデルにな

っているので、通常、間接税などの付加

価値項目が変化した時に、それが各産業

の均衡価格にどのような影響を与えるか

を分析する計算式となっている。従って、

特定産業の価格変動が、他の財の価格に

どのような影響を与えるのかを計算する

ことは、このモデルから直接計算するこ

とはできない。当該産業がモデル体系の

内生変数となっているからである。従っ

                                                   
2 石炭鉱業と原油を統合した理由は、北京市表においては原油生産が事実上存在していないためである。 

表 2-1 産業連関表 42 部門内訳 
42部門名

1 農業・畜産業 Agriculture・Livestock
2 林業 Forestry
3 漁業 Fishery

4 石炭鉱業・原油 Coal mining and crude petroleum

5 金属鉱業 Metallic ore
6 非金属鉱業 Non-metallic ore and quarrying
7 食料品製造業 Food product
8 飲料・資料・タバコ Beverage・Tobacco
9 繊維工業 Spinning

10 衣服・その他の繊維工業 Wearing apparel・Other made-up textile products
11 なめし革・毛皮・銅製品製造業 Leather and leather products
12 木材・木製品 Timber wooden products
13 パルプ・紙・紙加工品製造業 Pulp and paper
14 新聞・出版 Printing and publishing
15 化学製品 chemical products
16 医薬品製造業 Drugs and Medicine
17 石油・石炭製品 Refined petroleum and its products
18 ゴム製品製造業 Rubber product
19 窯業・土石製品製造業 Ceramics and Fire-clay
20 鉄鋼業 Iron and  steel
21 非鉄金属製造業 Non-ferrous metal
22 金属製品製造業 Metal products
23 機械製造業 Ｍechinery
24 電気機械製造業 Ｅlectric machinery
25 自動車製造業 Moter vehicles
26 その他の輸送機械製造業 Other transport equipment
27 精密機械製造業 Precision machines
28 プラスチック製造業 Plastic products
29 その他の製造業 Other manufacturing products

30 電気 Electricity production and supply

31 ガス Gas

32 水供給 Water production and supply

33 廃棄物 Scrap and waste

34 建設業 Construction
35 商業 Wholesale and retail trade
36 運輸業 Transportation
37 通信・放送 Telephone and telecommunication
38 金融・保険 Finance and insurance
39 教育・研究 Education and research
40 その他のサービス Other services
41 公務 Public administration
42 分類不明 Unclassified
43 小計 sub total

行項目
44 雇用者報酬 Wges and salaly
45 営業余剰 Operating surplus
46 固定資本減耗 Depreciation of fixed capital
47 間接税 Indirect taxes 
48 補助金(控除)  less subsidies

列項目
44 民間最終消費支出 private consumption
45 政府最終消費支出 Govertment consumption
46 総固定資本形成総額 Gross domestic capital formation
47 輸出 Export
48 移出 Outflow
49 輸入 Import
50 移入 Inflow
51 総産出 Total Output
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て、モデル体系から当該産業価格を抜き出して外生化して影響を計算する必要がある。 

ここでは宮沢（2002）に従って、水資源の価格やエネルギー価格が他の財にどのように

波及するのかについての計算を行った。使用した計算式は次式最右辺である。 
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この式はある特定の財が⊿pnだけ上昇した場合に、残りの(n-1)部門の財の価格をどれだ

け引き上げるのか計算するものとなっている。 

同式に基づいて、第 32 部門の「水供給」、第 30 部門の「電気」、そして第 4 部門「石炭

鉱業・原油」の価格が変化した時の影響を計算した。今、それぞれの価格が 100％上昇した

時（つまり、価格が 2 倍になった場合）の価格波及効果を計算すると、その結果は、表 2-2

のようになる。表の結果は、価格波及効果の大きい部門の上位 20 を示したものである。 

 この表から分かる北京市の特徴は、水供給の価格変動の影響はそれほど大きくはないと

いうことである。それに対して、電力は、広く多くの産業に強い影響を与え、20 位に至る

まで 2%前後の影響を与える結果となっている。また、石炭の価格は主に石油・石炭精製に

大きな影響を与えるものの、他の産業への影響が比較的軽微である。但し、水供給価格変

動よりは大きな影響を及ぼすことが分かる。 

電力の価格上昇は、特に水供給価格に 8%以上の上昇効果を与え、金属鉱業で 6％、窯業・

土石、ガスで 4％前後と相対的に大きな影響を与える。また、原油価格の影響は、石油・石

炭で 11％の影響を与える他、電力に 4％、化学に 3%という結果となっている。 

これに対して、水供給の価格は、教育・研究、漁業、林業等に影響を与えるが、その規

模はどれも小さい。 

このような結果になっている原因は、第一に、北京市に占める水供給総額が、電力や石

炭に比べて相対的に小さいということが上げられる。2002 年表では、電力は水供給の 3.83

倍、石炭鉱業・原油は 2.12 倍となっている。 

第二に、水供給は、電力と比べて、原材料として中間投入される量がそれほど大きくは

なく、主に最終消費財として消費されている割合が多い。従って、水供給の価格は、他産

業の財価格の上昇よりも、直接的に消費者に影響を及ぼす影響なると考えられる。 
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第三の原因は、水供給の特殊性に起因している。水資源の供給は、通常公的部門による

管理の下で、価格自体も工業用水、農業用水、水道水などとして統制される傾向があるが、

井戸、川、池などから自前で水を調達することが可能な財でもある。そのため、そもそも

市場で取引されている水の量自体が、水の需要量全体の一部である可能性がある。 

 以上のような理由から、北京の各産業にとって、水資源は電力資源のような影響を与え

にくい構造になっていると解釈することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-2 水、電力、石炭鉱業価格がそれぞれ 2 倍になった場

合の波及効果の比較(上位 20 部門) 

Water production and supply Electricity production and supply Coal mining and crude petroleum

1 Water production and supply 100.00% 1 Electricity production and supply 100.00% 1 Coal mining and crude petroleum 100.00%

2 Unclassified 2.93% 2 Water production and supply 8.28% 2 Refined petroleum and its products 11.70%

3 Education and research 0.78% 3 Metallic ore 6.41% 3 Electricity production and supply 3.86%

4 Fishery 0.75% 4 Ceramics and Fire-clay 4.18% 4 chemical products 3.29%

5 Forestry 0.73% 5 Gas 3.74% 5 Gas 2.87%

6 Agriculture・Livestock 0.66% 6 chemical products 3.55% 6 Iron and  steel 2.31%

7 Spinning 0.63% 7 Iron and  steel 3.53% 7 Ceramics and Fire-clay 2.11%

8 chemical products 0.63% 8 Timber wooden products 2.82% 8 Non-ferrous metal 1.49%

9 Electricity production and supply 0.62% 9 Plastic products 2.77% 9 Transportation 1.40%

10 Ceramics and Fire-clay 0.40% 10 Spinning 2.71% 10 Plastic products 1.21%

11 Public administration 0.38% 11 Education and research 2.68% 11 Unclassified 1.19%

12 Rubber product 0.37% 12 Rubber product 2.67% 12 Rubber product 1.18%

13 Other transport equipment 0.36% 13 Public administration 2.54% 13 Water production and supply 0.92%

14 Gas 0.36% 14 Fishery 2.39% 14 Other manufacturing products 0.80%

15 Plastic products 0.35% 15 Non-metallic ore and quarrying 2.13% 15 Public administration 0.80%

16 Iron and  steel 0.34% 16 Agriculture・Livestock 2.04% 16 Education and research 0.79%

17 Other services 0.31% 17 Other transport equipment 2.00% 17 Construction 0.74%

18 Drugs and Medicine 0.31% 18 Other services 1.94% 18 Agriculture・Livestock 0.69%

19 Refined petroleum and its products 0.31% 19 Non-ferrous metal 1.88% 19 Metal products 0.64%

20 Metallic ore 0.29% 20 Metal products 1.85% 20 Spinning 0.63%
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3. CGE モデルによるシミュレーション 

 本節では、北京市においてエネルギー価格変動が北京全体の経済、とりわけ需要構造に

どのようなインパクトをもたらし得るのかという問題を、CGE モデルによって分析を行う

こととする。 

 

 3.1 北京市 SAM と CGE モデル 

 ここでは、北京市の産業連関表を基に作成した SAM の構造を見ておくこととする。デー

タの基礎としたのは、前節と同様に、北京市 2002 年の産業連関表 130 部門表であり、それ

を CGE モデル用に 5 部門表にまで集約したものである。また、SAM 形式に表を完結させる

ために、中国統計年鑑 2003 年版によって北京市の財政収入を把握し、それを列・行間の合

計を均衡させるための補助情報3として使用した。 

 採用した部門は、農林水産業、エネルギー関連、エネルギー多消費産業、製造関連、サ

ービス関連の 5 部門だが、その具体的な内容は表 3-1 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このように集約度の高い尐部門数にしたのは、部門を多くすることによって、モデル全

体の挙動が不安定になり、均衡解に収束しにくいという問題があるからである。CGE モデ

ルに見られるような均衡分析の不安定性と最適な分析部門数の問題は、今後の課題である。 

 

本稿で作成・使用した北京市の SAM は表 3-2 の通りとなっている。部門構成としては、

サービス関連、製造関連が大きな構成を示している。エネルギー関連は 4%程度に過ぎない。 

 本稿で採用した CGE モデルは、細江他（2004）で用いられているもの4を修正したもので

ある。 

                                                   
3 具体的には、家計部門からの直接税額として使用した。 
4 GAMS 22.9、Model Library の STDCGE モデル。 

10部門 5部門
1 農林水産業 1 農林水産業

2 鉱業 2 エネルギー関連

3 石油・石炭製品

4 電力・ガス・熱供給

5 化学製品 3 エネルギー多消費産業

6 鉄鋼

7 運輸

8 製造関連 4 製造関連

9 建設 5 サービス関連

10 サービス関連

表 3-1 採用 5 部門の内訳 
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各ブロックのモデルは、次のようになっている。 

 

国内生産ブロック： 

（3-1） 

 

（3-2） 

 

（3-3） 

 

（3-4） 

（3-5） 

 

 記号の定義は次の通り。 

Yj：第 j 部門の国内付加価値（合成財） 

Fh,j：は第 h 生産要素として扱われる付加価値項目。本モデルでは雇用者所得、営業余剰、

固定資本減耗の 3 種類となる。 

Xi,j：第 j 部門における第 i 財中間投入量。 

Zj：第 j 部門における供給量。 

axi,j：第 j 部門における第 i 財中間財投入係数。 

ayi,j：第 j 部門における第 i 財生産要素投入係数。 

pj
y：各部門における付加価値合成財価格。 

pj
f：各部門における要素価格。 

pj
q：各部門における Armington（後述）合成財価格。 

pj
z：各部門における供給財価格（z）。 

（1）式は国内付加価値の生産関数（Cobb=Douglas 型）であり、それを利潤最大化の下で

最適化すれば（2）式が導かれる。国内供給財は中間財と合成付加価値財で生産されると前

提して Leontief 型生産関数を用いれば、（3）式と（4）式は投入係数の定義から導かれる。

国内供給分による完全分配の条件（利潤ゼロ条件）のもとで、供給財価格を導くと（5）式

となる。 

 

政府ブロック： 

（3-6） 

 

（3-7） 

 

（3-8） iSTT
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T
d：直接税合計。 

Tj
z：第 j 部門の間接税－補助金。 

τd：直接税率（外生）。 

τj
z：第 j 部門間接税率（外生）。 

FFh,1：家計の第 h 生産要素保有量（外生）。 

FFh,2：企業の第 h 生産要素保有量（外生）。 

Xi
g：政府の第 i 財消費量。 

μi：政府消費合計における第 i 財消費量割合。（Σμi＝１） 

Sg：政府貯蓄5。 

 

貯蓄・投資ブロック： 

 

（3-9） 

 

（3-10） 

 

（3-11） 

Xi
v：企業の第 i 財投資量。 

λi：投資総額における第 i 財投資割合。（Σλi＝１） 

Sp：民間貯蓄。 

Sr：減価償却積立総額。 

Sf1：移出入赤字分（国内他地域貯蓄額、外生）。 

Sf2：外貨建て経常収支赤字（外国貯蓄額、外生）。 

ε：為替レート（円／ドル） 

ss
p：民間平均貯蓄率。 

ss
r：平均固定資本減耗率。 

IT：投資総額。 

 

家計ブロック： 

（3-12） 

 

 

Xi
c：家計の第 i 財消費量。 

αi：家計消費総額に占める第 i 財消費割合。（Σαi＝１） 

                                                   
5 但し、本稿が使用したデータではこの額は 0 である。 
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移出入ブロック： 

 

（3-13） 

 

OFi：第 i 財移出額。 

IFi：第 i 財移入額。 

OFLi
0：第 i 財移出額初期値（外生）。 

IFLi
0：第 i 財移入額初期値（外生）。 

 

貿易ブロック： 

1）輸出入価格 

（3-14） 

 

（3-15） 

（3-16） 

 

pi
e：第 i 財自国通貨建て輸出価格 

pi
We：第 i 財外貨建て輸出価格（外生） 

pi
m：第 i 財自国通貨建て輸入価格 

pi
Wm：第 i 財外貨建て輸入価格（外生） 

Ei：第 i 財輸出量。 

Mi：第 i 財輸入量。 

ここでは小国モデルを仮定して、輸出入価格は為替レートを通じて国際輸出入価格にそ

のまま連動するものとしている。 

 

2）Armington 合成財 

 Armington 仮説を採用して国内財と輸入財の不完全代替を仮定し、Arimington 合成財の生

産関数（Cobb=Douglas 型）と、各財の生産及び輸入量を求めると次のようになる。 

 

（3-17） 

 

（3-18） 
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Qi：Armington 第 i 合成財生産量。 

Di：国内需要＝供給第 i 財投入量。 

tfpi,1：Armington 合成財生産関数のソロー残差。 

ami：移輸入財の弾力性パラメータ。 

adi：国内需要＝供給財の弾力性パラメータ。 

msi：Armington 合成財生産量に占める移輸入割合。 

dsi,1：Armington 合成財生産量に占める国内需要＝供給割合。 

 

3）変形関数 

 Armington 仮説と同様に、国内財と輸出財に関しても、次の変形関数によって振り分けら

れていると想定している。 

 

（3-20） 

 

（3-21） 

 

（3-22） 

 

 

tfpi,1：供給財生産関数のソロー残差。 

bei：移輸出財の弾力性パラメータ。 

bdi：国内需要＝供給財の弾力性パラメータ。 

esi：供給総量に占める移輸出割合。 

dsi,1：供給総量に占める国内需要＝供給割合。 

 

市場均衡条件： 

 

(3-23) 

 

(3-24) 

 

 

効用最大化問題： 

ここでの効用最大化は、以下の Cobb=Douglas 型社会的効用関数の最大化として与えられて

いる。 
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(3-25) 

  

 

以上の連立体系において内生変数は 138 個、方程式の数も同数存在している。また、外

生変数は 34 個となる。なお、ニュメレールには雇用者報酬（賃金）の価格（
fp1 ）を使用

した。 

 上記モデルを非線形計画法で基準均衡解を求め、その後に幾つかの想定を変更すること

でシミュレーションを行った6。 

 

 4.2 シミュレーション結果 

 ここでは北京市におけるエネルギー財価格が変化した場合のシミュレーションを行った。

シミュレーションの内容は、エネルギー財の間接税を現行の 2.7％から 10％に引き上げた場

合の影響と、エネルギー財価格が 10％上昇した場合の影響である。 

 ここでは、主だった幾つかの結果だけを抽出してその特徴を見ておくことする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
6 GAMS22.9 のソルバーMINOS を使用。 
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外生変数：

内生変数：

エネルギー財の間接税を10%にした場合
（現行はSAMから2.73%。）

供給量（Zj）の増減率（％） 消費量（Xcj）の増減率（％） 政府消費量（Xgj）の増減率（％）
農林水産業 -1.76 農林水産業 -3.15 農林水産業 0.81
エネルギー関連 -0.95 エネルギー関連 -2.42 エネルギー関連 0
エネルギー多消費産業 -0.63 エネルギー多消費産業 -1.84 エネルギー多消費産業 0
製造関連 -0.37 製造関連 -1.08 製造関連 0
サービス関連 0.26 サービス関連 -0.57 サービス関連 3.51

表 3-3 シミュレーション結果 1 

輸出量（Ej）の増減率（％） 輸入量（Mj）の増減率（％）
農林水産業 0.58 農林水産業 4.12
エネルギー関連 9.68 エネルギー関連 -17.85
エネルギー多消費産業 -3.45 エネルギー多消費産業 1.3
製造関連 -0.4 製造関連 -0.33
サービス関連 0.85 サービス関連 0.82

供給財価格（pzj）の増減率（％） 国内財価格（pdj）の増減率（％）
農林水産業 2.74 農林水産業 4.2
エネルギー関連 1.73 エネルギー関連 3.34
エネルギー多消費産業 0.9 エネルギー多消費産業 0.84
製造関連 0.92 製造関連 1.13
サービス関連 0.52 サービス関連 0.46
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 まず、表 3-3 は、国内のエネルギー財の間接税
z

ENE だけが、政府の何らかの政策により、

現行の税率から 10％に上昇した場合の主要結果である。 

 指摘できる点は、第一に、財の供給量にせよ消費量にせよ、間接税上昇の影響で、共に

おおむね減尐するという結果になっているが、当のエネルギー財よりも、農林水産財によ

り深刻な影響ができるという結果が出ている。これは、エネルギー財需要は税の動きに対

して非弾力的なのに対し、農林水産財需要が相対的に弾力的であることを示唆している。 

 第二に、エネルギー財の間接税上昇は、エネルギー財輸入にはネガティブに影響するが、

輸出にはポジティブに影響する結果となっている。ここでの間接税は、いわゆる輸入に伴

う関税も含めて扱われているので、それが上昇する場合、輸入自体が減尐するのは当然で

ある。また、輸出上昇の解釈は難しいが、国内消費等の減尐分を埋め合わせるため輸出を

増大させるように反応するということかも知れない。 

 第三に、供給財価格全般及び国内財価格は全体として上昇するという結果となっている。

これは、エネルギー財間接税の上昇が各財の価格を押し上げる結果であるためである。 

 続いて、表 3-4 は、エネルギー財の供給価格
z

ENEp が 10％上昇した場合の主な結果である。 

 第一に、間接税上昇の場合と同様に、財の供給量と消費量は、主に減尐するが、供給量

自体は微減なのに対して、消費量自体は比較的大きな落ち込みとなっている。とりわけ、

エネルギーの供給財価格が10%上昇した場合

供給量（Zj）の増減率（％） 消費量（Xcj）の増減率（％） 政府消費量（Xgj）の増減率（％）
農林水産業 -0.00005 農林水産業 -4.3 農林水産業 -3.3
エネルギー関連 0 エネルギー関連 -11.89 エネルギー関連 0
エネルギー多消費産業 0.00002 エネルギー多消費産業 -4.2 エネルギー多消費産業 0
製造関連 -0.00003 製造関連 1.81 製造関連 0
サービス関連 -0.00001 サービス関連 -1.14 サービス関連 -0.2

表 3-4 シミュレーション結果 2 

輸出量（Ej）の増減率（％） 輸入量（Mj）の増減率（％）
農林水産業 -0 農林水産業 -3.52
エネルギー関連 -0.02 エネルギー関連 20.05
エネルギー多消費産業 -0.01 エネルギー多消費産業 -0.023
製造関連 -0.01 製造関連 -0.0064
サービス関連 -0.01 サービス関連 -0.0063

供給財価格（pzj）の増減率（％） 国内財価格（pdj）の増減率（％）
農林水産業 2.24 農林水産業 1.97
エネルギー関連 10 エネルギー関連 9.09
エネルギー多消費産業 2.42 エネルギー多消費産業 3.41
製造関連 1.92 製造関連 2.42
サービス関連 1.14 サービス関連 0.69
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エネルギー財自体の消費の落ち込みは 11％以上となっている。これは、税金よりも、価格

上昇のほうが、より消費行動に深刻な影響を与えるということを示唆する。その理由は、

税金による上昇の場合、最終的に税収が増大する政府からの補助金なり支援金なりで、需

要を支援する可能性が期待できること、また、それを消費者が織り込んで行動しているか

らかもしれない。現に、間接税上昇の場合は、政府の消費量は農林水産とサービスで増大

している。それに対し、価格上昇の場合には、政府の消費量自体も減尐する結果となって

いる。 

 第二に、エネルギー財の供給価格の上昇は、エネルギー財の輸入を増大させ、輸出を減

らす作用がある。この結果は、間接税上昇による影響とは逆になっているが、国内でのエ

ネルギー価格が上昇することに伴って、外国からのエネルギー財に代替しようとする効果

の現れであると解釈できる。また、輸出が減尐するのはエネルギー価格上昇の直接的な影

響であると見なせる。 

 第三に、間接税上昇のケースと同様に、エネルギー財供給の価格が上昇すると、全般的

に供給財価格と国内財価格の上昇がもたらされる。これは期待された通りの結果だが、そ

の上昇幅は間接税の上昇による結果よりも大きくなっている。特定財の価格上昇は、より

ストレートに他の財の価格を引き上げるということなのかも知れない。 

  

以上より、北京市の経済構造の特徴としては、間接税上昇と価格上昇とによって、需要

及び供給への影響が異なるという興味深い結果になること分かった。これは、波及する経

済経路や想定されている税や価格への弾力性など、経済システム全体の持つ構造的特徴が

相互に影響しあうために起きたものであると考えられる。 
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5. 中国の水資源価格のアジア経済に与える影響 

 本節では、先の 2 節とは異なり、中国における水資源がアジア経済全域にどのような影

響を与え得るかを分析することで、アジア各国の水資源の依存状況を概観しておくことと

する。 

 分析に使用したデータは、アジア経済研究所が公表しているアジア産業連関表 2000 年の

76 部門である。 

アジア表は、インドネシアから日本までの9カ国にアメリカを加えた10カ国によって構成

されており、表式としては、非競争輸入型（アイザード型）の地域間表となっている。よ

って、この表では輸入分が中間需要表から控除されているので、レオンチェフ逆行列を作

成する際には自給率を考慮する必要が始めからないという意味で、扱いが比較的容易であ

る。 

10カ国の内訳はインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、中国、

台湾、韓国、日本、そしてアメリカである。10カ国76部門表なので、全体としては760部門

×760部門の比較的大きな表となる。このIO表の概要を模式的に示せば、図5-1のようになっ

ている。 

 ここでの分析は、第2節で用いた均衡価格モデル（2-1）式とその間に計算法である（2-2）

式である。 

 シミュレーションの想定としては、中国における水資源が2倍になった場合の影響を計算

した。その主要な結果が表5-2である。 

 

 

 

図5-1 アジア産業連関表 2000年 
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 表 5-2 の結果では、中国の水資源価格上昇が 100%だった場合、教育・研究への影響が最

も大きい結果となっているが、上昇率は 1.34％と大きくはない。以下、化学肥料、ホテル、

基礎化学と続くが、いずれも価格上昇の影響は微弱である。 

 この結果は、第 2 節の北京市における水供給価格の上昇が微弱な影響しか与えてないこ

とと同様の結果である。 

 中国の水資源が他国に与える影響については表 5-3 に示してある。影響は決して大きくは

ないが、中国と相対的に強い依存関係にあるのは、マレーシア、タイ、シンガポール、韓

国となっている。産業の内容は、製粉小麦、重電機、縫製、非鉄金属、衣料などとなって

いる。 

 一般に水資源は、他国にどれほど中間投入されているのか分かりにくい。だが、アジア

産業連関表では、多国間での水資源の取引情報が一応掲載されているため、レオンチェフ

逆行列によって、その影響力についても把握することが可能となっている。 

  

 続いて、本節の最後に、アジア表 10 カ国全てにおける相互比較をしてみよう。 

 アジア 10 カ国における水供給が一斉に上昇した場合、どの国の影響が最も大きいのであ

ろうか。そして、それはどの国のどの産業に影響を与えているのであろうか。 

 それを示したものが表 5-4である。表 5-4は、10カ国で上昇した水供給価格以外の影響を、

全 7600 部門から上位 11 位から 36 位まで抽出したものである。 

表5-2 中国の水資源価格が2倍になった場合の影響（%） 

1 China Water supply 100%
2 China Education and research 1.341%
3 China Chemical fertilizers and pesticides 0.832%
4 China Hotel 0.761%
5 China Unclassified 0.698%
6 China Basic industrial chemicals 0.688%
7 China Electricity and gas 0.682%
8 China Iron ore 0.669%
9 China Other transport equipment 0.596%

10 China Iron and steel 0.596%
11 China Pulp and paper 0.595%
12 China Medical and health service 0.588%
13 China Telephone and telecommunication 0.583%
14 China Cement and cement products 0.563%
15 China Metal products 0.543%
16 China Other service 0.539%
17 China Drugs and medicine 0.521%
18 China Glass and glass products 0.514%
19 China Other construction 0.511%
20 China Building construction 0.509%
21 China Boilers, Engines and turbines 0.507%
22 China Wooden furniture 0.504%
23 China Other wooden products 0.484%
24 China Other chemical products 0.479%
25 China Lighting fixtures, batteries, wiring and others 0.479%
26 China Non-ferrous metal 0.476%
27 China Specialized machinery 0.471%
28 China General machinery 0.467%
29 China Shipbuilding 0.467%
30 China Restaurants 0.461%
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各国の水資源とも、やはり自国の産業に大きな影響を与えるという結果となっているが、

一番大きな影響が出ているのはシンガポールの漁業、次にアメリカの公務、日本のホテル、

レストランと続いている。 

 中国の水供給の影響は、先の表 5-1 で見た通り、値としては大きくはないものの、全 7600

部門で比較すれば 18 位となっており、決して低い影響であるとは言えない。また、中国の

化学肥料への影響も 36 位となっていて相対的には上位である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 China Water supply 1
77 Malaysia Milled grain and flour 0.027%
78 Thailand Heavy Electrical equipment 0.027%
79 Thailand Knitting 0.024%
80 Singapore Non-ferrous metal 0.024%
81 Korea Wearing apparel 0.021%
82 Singapore Heavy Electrical equipment 0.021%
83 Malaysia Weaving and dyeing 0.020%
84 Thailand Lighting fixtures, batteries, wiring and others 0.020%
85 Korea Chemical fertilizers and pesticides 0.019%
86 Malaysia Wearing apparel 0.019%
87 Taiwan Other non-metallic mineral products 0.018%
88 Korea Weaving and dyeing 0.018%
89 Singapore Household electrical equipment 0.018%
90 Singapore Wearing apparel 0.017%
91 Singapore Motor cycles 0.017%
92 Thailand Television sets, radios audios and communication equipment 0.017%
93 Thailand Semiconductors and integrated circuits 0.017%
94 Thailand Household electrical equipment 0.017%
95 Korea Knitting 0.017%
96 Singapore Other manufacturing products 0.017%
97 Singapore Leather and leather products 0.016%
98 Taiwan Iron and steel 0.016%
99 Korea Iron and steel 0.015%

100 Taiwan Lighting fixtures, batteries, wiring and others 0.015%
101 Taiwan Heavy Electrical equipment 0.015%
102 Philippines Basic industrial chemicals 0.015%
103 Philippines Glass and glass products 0.015%
104 Malaysia Chemical fertilizers and pesticides 0.015%
105 Taiwan Non-ferrous metal 0.015%

順位 国名 部門名 上昇率（%）
11 Singapore Fishery 1.93803% Singapore Water supply
12 USA Public administration 1.75594% USA Water supply
13 Japan Hotel 1.45895% Japan Water supply
14 Japan Restaurants 1.41188% Japan Water supply
15 Thailand Chemical fertilizers and pesticides 1.40982% Thailand Water supply
16 Philippines Beverage 1.38369% Philippines Water supply
17 Japan Synthetic resins and fiber 1.36984% Japan Water supply
18 China Education and research 1.34107% China Water supply
19 Philippines Cement and cement products 1.25277% Philippines Water supply
20 Malaysia Hotel 1.18988% Malaysia Water supply
21 USA Food crops 1.14020% USA Water supply
22 USA Other grain 1.11954% USA Water supply
23 Japan Basic industrial chemicals 1.06095% Japan Water supply
24 Japan Public administration 1.02701% Japan Water supply
25 Japan Chemical fertilizers and pesticides 1.02576% Japan Water supply
26 Philippines Hotel 0.98852% Philippines Water supply
27 Japan Education and research 0.97990% Japan Water supply
28 Philippines Other service 0.91795% Philippines Water supply
29 USA Non-food crops 0.88953% USA Water supply
30 Malaysia Medical and health service 0.87543% Malaysia Water supply
31 Philippines Wholesales and retail trade 0.87384% Philippines Water supply
32 Malaysia Restaurants 0.85667% Malaysia Water supply
33 Singapore Knitting 0.83950% Singapore Water supply
34 Singapore Weaving and dyeing 0.83949% Singapore Water supply
35 Singapore Spinning 0.83852% Singapore Water supply
36 China Chemical fertilizers and pesticides 0.83174% China Water supply

水資源供給元

表5-3 中国の水資源価格の他国への影響（%） 

表5-4 アジア地域10カ国の水資源価格上昇の影響（%） 
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6. 結論的覚書 

 本稿では、資源価格の変動、とりわけ水供給価格の変動が、域内の財供給及び域外の価

格変動にどのような影響を与え、また、それが需要側にいかなる影響を及ぼす可能性があ

るのかという問題を、3 種類のデータを用いることで分析してきた。 

一つは、北京市 2002 年の産業連関表(42 部門表)による分析である。 

分析の結果、水供給価格の変動は、電力や石油鉱業のようなエネルギー財ほどの大きな

影響を与えてはいないことが示された。この結果は、水資源の市場での取引量そのものが

電力や石油鉱業の数分の一に過ぎないことや、河川や湖沼などから直接水利用をしている

可能性もあることから見て、起こり得る結果である。 

二つ目は、CGE モデルを用いて北京市の経済構造を、一般均衡的枠組みで分析を行った。 

エネルギー財購入の間接税 10%上昇と、エネルギー財価格の 10％上昇とでは、同様の価

格上昇政策でも、その効果に違いが出ることが分かった。それは、政府の増税によって得

た税収が需要として市場にフィードバックしてくることを、経済主体が予想して行動する

可能性として解釈でき、また、貿易による代替効果の違いである可能性もある。 

 三つ目は、アジア産業連関表によって、中国の水供給価格の変化が、国内及び外国にい

かなる価格波及をもたらすのかを分析した。 

 水資源の価格上昇は、それほど大きな他財の価格上昇を引き起こすものではないことが

明らかとなった。波及の及ぶ範囲としては、中国の水価格の上昇は、まずは国内の他財（教

育・研究、化学肥料等）の価格変動をもたらすが、外国への波及としてはマレーシア、タ

イ、シンガポール、韓国などが相対的に大きな影響となっており、産業として製粉小麦、

重電機、縫製、非鉄金属、衣料などであった。だが、いずれの影響も軽微なものである。

この傾向は、中国に限ったものではなく、アジアの国々に共通するものであったが、相対

的に水価格の影響を強く受けるのは、シンガポールの漁業、次にアメリカの公務、日本の

ホテル、レストランなどであった。 

 

 以上が本稿での主要分析内容であるが、水価格変動の影響は、それほど大きなものでな

かった。これはデータに起因するものもあれば、分析モデルに起因するものもある。 

 特に、CGE モデルのような一般均衡の分析枠組みは、産業部門が大きくなると、シミュ

レーションの挙動が一挙に不安定になり、モデル全体が収束解に向かわないという問題が

発生する。これは、大型同時計量モデルにおいても従来から指摘されて来ている問題であ

り、実証研究上の課題となっている。 

 現実のより複雑な運行の分析に耐えられるシンプルで操作容易な分析方法の考察は、今

後の課題としてなおも残されている。 
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